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Ⅰ．分量について

今回開示された文書は17冊140個である。第1次開示で1個、第2次開示で25個の文書が開示されているのに比べ、今回の文書数は桁違いで多い。だが、平成19年7月10日付で被告側が東京地裁に提出した「準備書面（2）」によると、審査対象の文書は183冊3万6千～7万3千枚以上とされている。この点を踏まえると、開示請求から1年半以上経った現在までに開示された文書数は、全体の過半数よりはるかに及ばないといえる。
Ⅱ．概要について

　今回開示された主な文書は以下のとおりに分けられる。

１）第5次会談船舶小委員会会議録、２）（本会議前の）予備会談本会議・船舶委員会会議録、３）第4次会談関連資料、４）第7次会談請求権および経済協力委員会・分科会会議録、５）第5次会談一般請求権小委員会会議録、６）第7次会談「在日韓国人」法的地位委員会会議録、７）第1次会談漁業委員会会議録の一部、８）第2次会談「在日韓国人」国籍処遇関係部会会議録、９）第3次会談本会談・請求権・船舶・漁業・「在日韓国人」国籍処遇関係部会会議録、10）外務省内あるいは他省庁内で日韓会談を整理した文書
　会議録については韓国で公開された文書との対照が必要であるが、韓国の文書で明らかにされた部分が多いと思われる。ただし、これらの内容にかんする日本側の外交文書が公開されたのは初めてであるという点については画期的であるといえる。

　また、上記10）については、外務省アジア局北東アジア課内に日韓国交正常化交渉史編纂委員会が組織されていたことを、私ははじめて知った。また、文書の記述を読むと鹿島平和研究所編『日本外交史』（第28巻、森田芳夫氏執筆部分）や内閣官房内閣調査室『日韓条約締結をめぐる内外の動向』などの書籍の原稿に近いものもある。
Ⅲ．注目される点

1） 文書番号68「日韓会談議題の問題点」（1956年作成か）…請求権関係に非開示部分が集中している。とくに15、22～25枚目。詳細は不明だが、1955年ごろに外務省が大蔵省に対して、韓国側が「郵便貯金、振替貯金、簡易生命保険および年金」などを請求した際に「韓国に残置せる財産と相殺すべきものなる趣旨をもって対処する」という試案を提示していたことが分かる。
2） 文書番号69「日韓会談における双方の主張及び問題点」（1958年1月20日）…請求権関係で非開示部分あり。とくに「わが方の対韓請求権についての大蔵省試算」が全面非開示。
3） 文書番号72「日韓会談の問題点」（1958年10月16日付）…韓国の請求権に対する日本側の対策と思われる部分、約1枚半が非開示。
4） 文書番号76「日韓会談の経緯及び問題点」（1960年4月5日付）…25枚目の非開示部分は日本政府による対韓請求権放棄に関するものと思われる。
5） 文書番号77「日韓会談の経緯」…60枚目の非開示部分は日本政府による対韓請求権放棄に関するものと思われる。
6） 文書番号94「第５次日韓全面会談予備会談の一般請求権小委員会会合（第12回）」…「対日請求8項目」の第5項である「韓国法人または韓国自然人の日本国または日本国民に対する日本国債、公債、日本銀行券、被徴用韓人の未収金、補償金及びその他の請求権の弁済」について、約2枚半の非開示部分がある（5枚目）。
7） 文書番号95「第5次日韓全面会談予備会談の一般請求権小委員会会合（第13回）」…山本直好氏が指摘した点であるが、24枚目に日本側が「日本内地に家族のある被徴用韓人、軍人軍属であったものに対しては援護を行なっているが、朝鮮の場合はそれが届き得ない」などと発言しているが、これはウソである。この発言の直後に韓国側が「日本の援護法によると韓国人は除外されているので、1945年以後死亡者、傷病者に対しては援護されていない」と指摘している。
8） 文書番号96「第５次日韓全面会談予備会談の一般請求権小委員会会合（非公式・その他）」…2枚目と10枚目に非開示部分あり。内容は不明。
9） 文書番号102「第７次日韓全面会談在日韓国人の法的地位に関する委員会会合（第24〜25回）」…10枚目に非開示部分があるが、これは文脈から韓国人学校卒業生の進学資格の問題について認めない旨の文言であることが分かる。

10）文書番号125「日韓国交正常化交渉の記録総説５（第４次日韓会談）」…180枚目から「日韓会談が不調に終った場合にとるべき措置（試案）に非開示部分あり。この「試案」は「終局的には日韓友好関係の樹立に貢献するといういわば「雨降って地固まる」という計算と期待のもとに行なわれるべきである。したがって、各種の想定される強硬措置をとるに当つても、ひとつの措置が連鎖的不可避的に他のより強硬な措置を誘発することなきよう、また、両国の国民感情を不必要に刺激することなきよう留意し、少くとも当初の方針としては控え目かつ斬新的な措置をえらぶべきである」とある。しかし、「韓国人及び在日韓人に対する措置」では「在日韓人の在留資格変更及び再入国許可の原則的停止、ならびに在留期間の更新の大幅制限」という在日朝鮮人の生活権にかかわる重大な措置も検討されていた。
　また、1960年1月29日の伊関・柳会談で柳泰夏公使が「請求権の問題は政治的な話し合いにより解決をつけるほか方法はない」（198枚目）などと述べていたことを受けてか、同年4月12日に外務省アジア局が作成した「日韓全面会談に関する基本方針」では財産請求権問題を国交正常化後に持ち越した上で、「韓国の経済及び社会福祉に寄与するという趣旨で、国交正常化後に、韓国に対して経済援助を与える」という提案がなされていた。
11）文書番号126「日韓国交正常化交渉の記録総説６（在日朝鮮人の北朝鮮帰還問題と帰還協定の締結）」…朝鮮戦争終結後に朝鮮民主主義人民共和国への「帰国」を希望して、日本政府に陳情する在日朝鮮人が増えたことを受けて、日本政府は在日朝鮮人の「帰国」について前向きに検討し始める。それがはっきりと具体化したのが、1955年12月15日にアジア局第５課がまとめた「北鮮への帰還希望者の送還問題処理方針」であった（46枚目～）。この方針は日本赤十字社が朝鮮赤十字会を相手に交渉し、その実施には朝鮮総聯の協力を求めるというものだった。それとは別途に作成された「送還手続要綱（案）」（49枚目～）では「送還の対象者は生活困窮者のみとする」とあった。共産圏に置き去りにされた日本人の帰国という問題もさることながら、日本政府が在日朝鮮人の「帰国」を支援する重要な意図は生活保護を受けている在日朝鮮人を国外に追放することにあったといえる。
　　これらの事実はテッサ・モーリス・スズキ『北朝鮮へのエクソダス』（朝日新聞社）な

どでどのように取り上げられているか確認する必要がある。だが、日韓会談関連の資料

からこのような事実が確認できたことはかつてなかったのではないかと思える。
以上
